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○ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成十年法律第百十四号）（抄）

（感染症の発生の状況、動向及び原因の調査）

第十五条 都道府県知事は、感染症の発生を予防し、又は感染症の発生の状況、動向及び原因を明らかにする

ため必要があると認めるときは、当該職員に一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染

症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者、疑似症患者若しくは無症状病原体保有者、新感染症の所見

がある者又は感染症を人に感染させるおそれがある動物若しくはその死体の所有者若しくは管理者その他

の関係者に質問させ、又は必要な調査をさせることができる。

２ 厚生労働大臣は、感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため緊急の必要があると認めるとき

は、当該職員に一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染症若しくは新型インフルエン

ザ等感染症の患者、疑似症患者若しくは無症状病原体保有者、新感染症の所見がある者又は感染症を人に感

染させるおそれがある動物若しくはその死体の所有者若しくは管理者その他の関係者に質問させ、又は必要

な調査をさせることができる。

３ 都道府県知事は、必要があると認めるときは、第一項の規定による必要な調査として当該職員に次の各号

に掲げる者に対し当該各号に定める検体若しくは感染症の病原体を提出し、若しくは当該職員による当該検

体の採取に応じるべきことを求めさせ、又は第一号から第三号までに掲げる者の保護者（親権を行う者又は

後見人をいう。以下同じ。）に対し当該各号に定める検体を提出し、若しくは当該各号に掲げる者に当該職

員による当該検体の採取に応じさせるべきことを求めさせることができる。

一 一類感染症、二類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者、疑似症患者若しくは無症状病原体

保有者又は当該感染症にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者 当該者の検体

二 三類感染症、四類感染症若しくは五類感染症の患者、疑似症患者若しくは無症状病原体保有者又は当該感

染症にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者 当該者の検体

三 新感染症の所見がある者又は新感染症にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者 当該者の検

体

四 一類感染症、二類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症を人に感染させるおそれがある動物又はそ

の死体の所有者又は管理者 当該動物又はその死体の検体

五 三類感染症、四類感染症若しくは五類感染症を人に感染させるおそれがある動物又はその死体の所有者又

は管理者 当該動物又はその死体の検体

六 新感染症を人に感染させるおそれがある動物又はその死体の所有者又は管理者 当該動物又はその死体

の検体

七 第一号に定める検体又は当該検体から分離された同号に規定する感染症の病原体を所持している者 当

該検体又は当該感染症の病原体

八 第二号に定める検体又は当該検体から分離された同号に規定する感染症の病原体を所持している者 当

該検体又は当該感染症の病原体

九 第三号に定める検体又は当該検体から分離された新感染症の病原体を所持している者 当該検体又は当

該感染症の病原体

十 第四号に定める検体又は当該検体から分離された同号に規定する感染症の病原体を所持している者 当

該検体又は当該感染症の病原体

十一 第五号に定める検体又は当該検体から分離された同号に規定する感染症の病原体を所持している者

当該検体又は当該感染症の病原体

十二 第六号に定める検体又は当該検体から分離された新感染症の病原体を所持している者 当該検体又は

当該感染症の病原体

４ 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、前項の規定により提出を受けた検体若しくは感染

症の病原体又は当該職員が採取した検体について検査を実施しなければならない。

５ 第三項の規定は、第二項の規定による必要な調査について準用する。

参考資料２－２
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６ 一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の

患者、疑似症患者若しくは無症状病原体保有者、新感染症の所見がある者又は感染症を人に感染させるおそ

れがある動物若しくはその死体の所有者若しくは管理者その他の関係者は、第一項又は第二項の規定による

質問又は必要な調査に協力するよう努めなければならない。

７・８（略）

９ 厚生労働大臣は、自ら検査を実施する必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、第三項の規定に

より提出を受けた検体若しくは感染症の病原体又は当該職員が採取した検体の一部の提出を求めることが

できる。

10 都道府県知事は、第一項の規定による質問又は必要な調査を実施するため特に必要があると認めるときは、

他の都道府県知事又は厚生労働大臣に対し、感染症の治療の方法の研究、病原体等の検査その他の感染症に

関する試験研究又は検査を行う機関（以下「感染症試験研究等機関」という。）の職員の派遣その他の必要

な協力を求めることができる。

11・12（略）

（検体の採取等）

第十六条の三 都道府県知事は、一類感染症、二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症のまん延を防止す

るため必要があると認めるときは、第十五条第三項第一号に掲げる者に対し同号に定める検体を提出し、若

しくは当該職員による当該検体の採取に応じるべきことを勧告し、又はその保護者に対し当該検体を提出し、

若しくは同号に掲げる者に当該職員による当該検体の採取に応じさせるべきことを勧告することができる。

ただし、都道府県知事がその行おうとする勧告に係る当該検体（その行おうとする勧告に係る当該検体から

分離された同号に規定する感染症の病原体を含む。以下この項において同じ。）を所持している者からその

行おうとする勧告に係る当該検体を入手することができると認められる場合においては、この限りでない。

２ 厚生労働大臣は、一類感染症、二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症のまん延を防止するため緊急

の必要があると認めるときは、第十五条第三項第一号に掲げる者に対し同号に定める検体を提出し、若しく

は当該職員による当該検体の採取に応じるべきことを勧告し、又はその保護者に対し当該検体を提出し、若

しくは同号に掲げる者に当該職員による当該検体の採取に応じさせるべきことを勧告することができる。た

だし、厚生労働大臣がその行おうとする勧告に係る当該検体（その行おうとする勧告に係る当該検体から分

離された同号に規定する感染症の病原体を含む。以下この項において同じ。）を所持している者からその行

おうとする勧告に係る当該検体を入手することができると認められる場合においては、この限りでない。

３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないときは、当該職員に当該勧告

に係る第十五条第三項第一号に掲げる者から検査のため必要な最小限度において、同号に定める検体を採取

させることができる。

４ 厚生労働大臣は、第二項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないときは、当該職員に当該勧告

に係る第十五条第三項第一号に掲げる者から検査のため必要な最小限度において、同号に定める検体を採取

させることができる。

５ 都道府県知事は、第一項の規定による検体の提出若しくは採取の勧告をし、又は第三項の規定による検体

の採取の措置を実施する場合には、同時に、当該勧告を受け、又は当該措置を実施される者に対し、当該勧

告をし、又は当該措置を実施する理由その他の厚生労働省令で定める事項を書面により通知しなければなら

ない。ただし、当該事項を書面により通知しないで検体の提出若しくは採取の勧告をし、又は検体の採取の

措置を実施すべき差し迫った必要がある場合は、この限りでない。

６ 都道府県知事は、前項ただし書の場合においては、当該検体の提出若しくは採取の勧告又は検体の採取の

措置の後相当の期間内に、当該勧告を受け、又は当該措置を実施された者に対し、同項の理由その他の厚生

労働省令で定める事項を記載した書面を交付しなければならない。

７ 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、第一項の規定により提出を受け、若しくは当該職

員が採取した検体又は第三項の規定により当該職員に採取させた検体について検査を実施しなければなら

ない。
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８ 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、前項の検査の結果その他厚生労働省令で定める事

項を厚生労働大臣に報告しなければならない。

９ 厚生労働大臣は、自ら検査を実施する必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、第一項の規定に

より提出を受け、若しくは当該職員が採取した検体又は第三項の規定により当該職員に採取させた検体の一

部の提出を求めることができる。

10 都道府県知事は、第一項の規定により検体の提出若しくは採取の勧告をし、第三項の規定により当該職員

に検体の採取の措置を実施させ、又は第七項の規定により検体の検査を実施するため特に必要があると認め

るときは、他の都道府県知事又は厚生労働大臣に対し、感染症試験研究等機関の職員の派遣その他の必要な

協力を求めることができる。

11 第五項及び第六項の規定は、厚生労働大臣が第二項の規定により検体の提出若しくは採取の勧告をし、又

は第四項の規定により当該職員に検体の採取の措置を実施させる場合について準用する。

（健康診断）

第十七条 都道府県知事は、一類感染症、二類感染症、三類感染症又は新型インフルエンザ等感染症のまん延

を防止するため必要があると認めるときは、当該感染症にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者

に対し当該感染症にかかっているかどうかに関する医師の健康診断を受け、又はその保護者に対し当該感染

症にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者に健康診断を受けさせるべきことを勧告することが

できる。

２ （略）

（最小限度の措置）

第二十二条の二 第十六条の三から第二十一条までの規定により実施される措置は、感染症を公衆にまん延さ

せるおそれ、感染症にかかった場合の病状の程度その他の事情に照らして、感染症の発生を予防し、又はそ

のまん延を防止するため必要な最小限度のものでなければならない。

（検体の収去等）

第二十六条の三 都道府県知事は、一類感染症、二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の発生を予防し、

又はそのまん延を防止するため必要があると認めるときは、第十五条第三項第七号又は第十号に掲げる者に

対し、当該各号に定める検体又は感染症の病原体を提出すべきことを命ずることができる。

２ 厚生労働大臣は、一類感染症、二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の発生を予防し、又はそのま

ん延を防止するため緊急の必要があると認めるときは、第十五条第三項第七号又は第十号に掲げる者に対し、

当該各号に定める検体又は感染症の病原体を提出すべきことを命ずることができる。

３ 都道府県知事は、第一項の規定による命令を受けた者が当該命令に従わないときは、当該職員に当該命令

に係る第十五条第三項第七号又は第十号に掲げる者から検査のため必要な最小限度において、当該各号に定

める検体又は感染症の病原体を無償で収去させることができる。

４ 厚生労働大臣は、第二項の規定による命令を受けた者が当該命令に従わないときは、当該職員に当該命令

に係る第十五条第三項第七号又は第十号に掲げる者から検査のため必要な最小限度において、当該各号に定

める検体又は感染症の病原体を無償で収去させることができる。

５ 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、第一項の規定により提出を受けた検体若しくは感

染症の病原体又は第三項の規定により当該職員に収去させた検体若しくは感染症の病原体について検査を

実施しなければならない。

６ 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、前項の検査の結果その他厚生労働省令で定める事

項を厚生労働大臣に報告しなければならない。

７ 厚生労働大臣は、自ら検査を実施する必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、第一項の規定に

より提出を受けた検体若しくは感染症の病原体又は第三項の規定により当該職員に収去させた検体若しく

は感染症の病原体の一部の提出を求めることができる。
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８ 都道府県知事は、第一項の規定により検体若しくは感染症の病原体の提出の命令をし、第三項の規定によ

り当該職員に検体若しくは感染症の病原体の収去の措置を実施させ、又は第五項の規定により検体若しくは

感染症の病原体の検査を実施するため特に必要があると認めるときは、他の都道府県知事又は厚生労働大臣

に対し、感染症試験研究等機関の職員の派遣その他の必要な協力を求めることができる。

（検体の採取等）

第二十六条の四 都道府県知事は、一類感染症、二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の発生を予防し、

又はそのまん延を防止するため必要があると認めるときは、第十五条第三項第四号に掲げる者に対し、同号

に定める検体を提出し、又は当該職員による当該検体の採取に応ずべきことを命ずることができる。

２ 厚生労働大臣は、一類感染症、二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の発生を予防し、又はそのま

ん延を防止するため緊急の必要があると認めるときは、第十五条第三項第四号に掲げる者に対し、同号に定

める検体を提出し、又は当該職員による当該検体の採取に応ずべきことを命ずることができる。

３ 都道府県知事は、第一項の規定による命令を受けた者が当該命令に従わないときは、当該職員に当該命令

に係る第十五条第三項第四号に規定する動物又はその死体から検査のため必要な最小限度において、同号に

定める検体を採取させることができる。

４ 厚生労働大臣は、第二項の規定による命令を受けた者が当該命令に従わないときは、当該職員に当該命令

に係る第十五条第三項第四号に規定する動物又はその死体から検査のため必要な最小限度において、同号に

定める検体を採取させることができる。

５ 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、第一項の規定により提出を受け、若しくは当該職

員が採取した検体又は第三項の規定により当該職員に採取させた検体について検査を実施しなければなら

ない。

６ 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、前項の検査の結果その他厚生労働省令で定める事

項を厚生労働大臣に報告しなければならない。

７ 厚生労働大臣は、自ら検査を実施する必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、第一項の規定に

より提出を受け、若しくは当該職員が採取した検体又は第三項の規定により当該職員に採取させた検体の一

部の提出を求めることができる。

８ 都道府県知事は、第一項の規定により検体の提出若しくは採取の命令をし、第三項の規定により当該職員

に検体の採取の措置を実施させ、又は第五項の規定により検体の検査を実施するため特に必要があると認め

るときは、他の都道府県知事又は厚生労働大臣に対し、感染症試験研究等機関の職員の派遣その他の必要な

協力を求めることができる。

（必要な最小限度の措置）

第三十四条 第二十六条の三から前条までの規定により実施される措置は、感染症の発生を予防し、又はその

まん延を防止するため必要な最小限度のものでなければならない。

（新感染症に係る検体の採取等）

第四十四条の七 都道府県知事は、新感染症のまん延を防止するため必要があると認めるときは、第十五条第

三項第三号に掲げる者に対し同号に定める検体を提出し、若しくは当該職員による当該検体の採取に応じる

べきことを勧告し、又はその保護者に対し当該検体を提出し、若しくは同号に掲げる者に当該職員による当

該検体の採取に応じさせるべきことを勧告することができる。ただし、都道府県知事がその行おうとする勧

告に係る当該検体（その行おうとする勧告に係る当該検体から分離された新感染症の病原体を含む。以下こ

の項において同じ。）を所持している者からその行おうとする勧告に係る当該検体を入手することができる

と認められる場合においては、この限りでない。

２ 厚生労働大臣は、新感染症のまん延を防止するため緊急の必要があると認めるときは、第十五条第三項第

三号に掲げる者に対し同号に定める検体を提出し、若しくは当該職員による当該検体の採取に応じるべきこ

とを勧告し、又はその保護者に対し当該検体を提出し、若しくは同号に掲げる者に当該職員による当該検体
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の採取に応じさせるべきことを勧告することができる。ただし、厚生労働大臣がその行おうとする勧告に係

る当該検体（その行おうとする勧告に係る当該検体から分離された新感染症の病原体を含む。以下この項に

おいて同じ。）を所持している者からその行おうとする勧告に係る当該検体を入手することができると認め

られる場合においては、この限りでない。

３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないときは、当該職員に当該勧告

に係る第十五条第三項第三号に掲げる者から検査のため必要な最小限度において、同号に定める検体を採取

させることができる。

４ 厚生労働大臣は、第二項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないときは、当該職員に当該勧告

に係る第十五条第三項第三号に掲げる者から検査のため必要な最小限度において、同号に定める検体を採取

させることができる。

５ 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、第一項の規定により提出を受け、若しくは当該職

員が採取した検体又は第三項の規定により当該職員に採取させた検体について検査を実施しなければなら

ない。

６ 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、前項の検査の結果その他厚生労働省令で定める事

項を厚生労働大臣に報告しなければならない。

７ 厚生労働大臣は、自ら検査を実施する必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、第一項の規定に

より提出を受け、若しくは当該職員が採取した検体又は第三項の規定により当該職員に採取させた検体の一

部の提出を求めることができる。

８ 都道府県知事は、第一項の規定により検体の提出若しくは採取の勧告をし、第三項の規定により当該職員

に検体の採取の措置を実施させ、又は第五項の規定により検体の検査を実施するため特に必要があると認め

るときは、他の都道府県知事又は厚生労働大臣に対し、感染症試験研究等機関の職員の派遣その他の必要な

協力を求めることができる。

９ 第十六条の三第五項及び第六項の規定は、都道府県知事が第一項の規定により検体の提出若しくは採取の

勧告をし、又は第三項の規定により当該職員に検体の採取の措置を実施させる場合について準用する。

10 第十六条の三第五項及び第六項の規定は、厚生労働大臣が第二項の規定により検体の提出若しくは採取の

勧告をし、又は第四項の規定により当該職員に検体の採取の措置を実施させる場合について準用する。

（最小限度の措置）

第四十八条の二 第四十四条の七から第四十七条までの規定により実施される措置は、新感染症を公衆にまん

延させるおそれ、新感染症にかかった場合の病状の程度その他の事情に照らして、新感染症の発生を予防し、

又はそのまん延を防止するため必要な最小限度のものでなければならない。

（保健所を設置する市又は特別区）

第六十四条 保健所を設置する市又は特別区にあっては、第三章から前章までの規定（第十四条第一項及び第

五項、第十四条の二第一項及び第七項、第三十八条第一項、第二項、第五項、第六項、第八項及び第九項（同

条第二項、第八項及び第九項の規定にあっては、結核指定医療機関に係る部分を除く。）、第四十条第三項か

ら第五項まで、第四十三条（結核指定医療機関に係る部分を除く。）、第五十三条の二第三項、第五十三条の

七第一項、第五十六条の二十七第七項並びに第六十条を除く。）及び前条中「都道府県知事」とあるのは「市

長」又は「区長」と、「都道府県」とあるのは「市」又は「区」とする。

２ 特別区にあっては、第三十一条第二項及び第五十七条（第四号の規定に係る部分に限る。）中「市町村」

とあるのは、「都」とする。
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○ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則（平成十年厚生省令第九十九号）（抄）

（五類感染症の患者の検体等の検査）

第七条の三

（略）

２ 法第十四条の二第三項の規定による検査は、次に掲げるところにより行うものとする。

一 法第十四条の二第三項に規定する検査を実施する施設（以下「検査施設」という。）は、前条に規定す

る五類感染症の患者の検体又は当該感染症の病原体の検査を実施するために必要な検査室を有し、これを

用いて検査を実施するものであること。

二 検査施設において、検査の精度管理（検査に従事する者の技能水準の確保その他の方法により検査の精

度を適正に保つことをいう。以下同じ。）を定期的に実施するとともに、国又は都道府県その他の適当と

認められる者が行う精度管理に関する調査を定期的に受けること。

三 検査を実施する部門（以下「検査部門」という。）につき、次に掲げる業務を行う専任の管理者（以下

「検査部門管理者」という。）を置くこと。ただし、ハについては、あらかじめ検査を実施する者（以下

「検査員」という。）の中から検査の区分ごとに指定した者（以下「検査区分責任者」という。）に行わせ

ることができるものとする。

イ 検査部門の業務を統括すること。

ロ 次号ハの規定により報告を受けた文書に従い、当該業務について速やかに是正処置を講ずること。

ハ 検査について第七号に規定する標準作業書に基づき、適切に実施されていることを確認し、標準作業

書から逸脱した方法により検査が行われた場合には、その内容を評価し、必要な措置を講ずること。

ニ 検査の業務に従事する者に対し、第八号ニの文書に基づき、研修を受けさせること。

ホ その他必要な業務

四 検査の業務及び精度の確保に関する文書を作成し、当該文書に記載されるところに従い、専ら検査の業

務及び精度の確保を行う部門（以下「信頼性確保部門」という。）につき、次に掲げる業務を自ら行い、

又は業務の内容に応じてあらかじめ指定した者に行わせる者（以下「信頼性確保部門管理者」という。）

を置くこと。

イ 第八号ヘの文書に基づき、検査の業務の管理について内部監査を定期的に行うこと。

ロ 第八号トの文書に基づき、検査の精度管理を定期的に実施するための事務を行うこと。

ハ イの内部監査及びロの検査の精度管理の結果（是正処置が必要な場合にあっては、当該是正処置の内

容を含む。）を検査部門管理者に対して文書により報告するとともに、当該結果を記録すること。

ニ その他必要な業務

五 検査部門管理者及び信頼性確保部門管理者が当該部門を管理する上で必要な権限を有する者であるこ

と。

六 検査部門管理者及び検査区分責任者は信頼性確保部門管理者を兼ねることができないこと。

七 （略）

八 次に掲げる文書を作成すること。

イ 組織内の各部門の権限、責任及び相互関係等について記載した文書

ロ 文書の管理について記載した文書

ハ 記録の管理について記載した文書

ニ 教育訓練について記載した文書

ホ 不適合業務及び是正処置等について記載した文書

ヘ 内部監査の方法を記載した文書

ト 検査の精度管理の方法を記載した文書

チ 内部監査及び検査の精度管理の結果に基づき講じた是正措置について記載した文書

リ 検査結果書の発行の方法を記載した文書

ヌ 遺伝子検査における汚染防止について記載した文書
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ル その他検査の業務及び精度の確保に関する事項を記載した文書

３・４（略）

（感染症の発生の状況、動向及び原因の調査）

第八条（略）

２～４ （略）

５ 法第十五条第四項の規定による検査は、次に掲げるところにより行うものとする。

一 第七条の三第二項第一号から第六号までの規定は、法第十五条第四項の検査について準用する。

二 法第十五条第四項の規定により一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等感染症又は新感染症に

係る検査を実施する場合においては、次の表に定めるところにより、標準作業書を作成し、これに基づき

検査を実施すること。

作成すべき標準作業書の種類 記載すべき事項

試薬等管理標準作業書 一 試薬等の容器にすべき表示の方法

二 試薬等の管理に関する注意事項

三 試薬等の管理に関する記録の作成要領

四 作成及び改定年月日

機械器具保守管理標準作業書 一 機械器具の名称

二 常時行うべき保守点検方法

三 定期的な保守点検に関する計画

四 故障が起こった場合の対応の方法

五 機械器具の保守管理に関する記録の作成要領

六 作成及び改定年月日

培養細胞管理標準作業書 一 細胞の入手先等に関する記録の作成要領

二 細胞の継代方法

三 細胞の凍結保存方法及び再起培養方法

四 細胞の継代に関する記録の作成要領

五 作成及び改定年月日

検体取扱標準作業書 一 検査施設において検体を受領するときの確認に関す

る事項

二 検体受付管理簿の記入要領

三 検体の保管方法

四 検査に用いた検体の廃棄方法

五 作成及び改定年月日

検査標準作業書 一 検査項目

二 検体の種類

三 検査方法

四 作業環境

五 試薬等に関する事項

六 検体等の取扱方法

七 機械器具に関する事項

八 検査操作上の注意点

九 検査の手順

十 検査に関する記録の作成要領及び保管方法

十一 検査を実施するために必要な資格に関する事項

十二 作成及び改定年月日
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検査の信頼性確保試験標準作業書 一 検査の信頼性確保試験実施計画の作成要領

二 検査の信頼性確保試験の実施方法

三 検査の信頼性確保試験に関する記録の作成要領及び

保管方法

四 作成及び改定年月日

三 （略）

６ （略）

（検査及び報告）

第十条の二 第八条第五項第一号及び第二号の規定は、法第十六条の三第七項の検査について準用する。

２ 法第十六条の三第八項に規定する報告は、検査の結果の判明後速やかに行うものとする。

３ 法第十六条の三第八項に規定する厚生労働省令で定める事項は、次に掲げるものとする。

一 患者の氏名、性別、年齢及び住所

二 当該患者を診断した医師の住所（病院又は診療所で診療に従事している医師にあっては、当該病院又は

診療所の所在地）を管轄する保健所名及び当該保健所所在地の都道府県名

（検体の収去等の方法）

第十三条の二 第十条の二第一項の規定は、法第二十六条の三第五項及び第二十六条の四第五項の検査につい

て準用する。

２ 第十条の二第二項及び第三項の規定は、法第二十六条の三第六項及び法第二十六条の四第六項の報告につ

いて準用する。

（新感染症に係る検査及び報告）

第二十三条の六 第十条の二第一項の規定は、法第四十四条の七第五項の検査について準用する。

２ 第十条の二第二項及び第三項の規定は、法第四十四条の七第六項の報告について準用する。


